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コ ー ド 番 号           6901                                            本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.sawafuji.co.jp  ） 
代  表  者 代表取締役社長  上光 勲 
問合せ先責任者 総務部長     登坂 孝之        ＴＥＬ (0276)56－7320 
決算取締役会開催日 平成18年 5月12日 
親会社等の名称 日野自動車株式会社（コード番号：7203）親会社等における当社の議決権所有比 30.42 ％ 
米国会計基準採用の有無  無                                           
 
１． 18 年 3 月期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                               （百万円未満切り捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18年3月期 
17年3月期 

35,171     7.9
32,608     4.6

838    26.3
664  △26.8

892    35.8
657  △20.0

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 

期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 
17年3月期 

536  149.4 
215 △46.3 

23.50
9.34

-
-

9.6 
4.5 

4.8
3.7

2.5
2.0

(注) ①持分法投資損益       18年3月期      -百万円  17年3月期        -百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 18年3月期   21,592,892  株   17年3月期   21,600,124  株   
     ③会計処理の方法の変更 無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18年3月期 
17年3月期 

19,061     
18,667     

6,160    
4,978    

32.3 
26.7 

285.35
230.50

(注) 期末発行済株式数(連結) 18年3月期   21,590,889  株    17年3月期   21,596,969  株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18年3月期 
17年3月期 

2,810      

△180      

△199     

△473     

△2,548      

745      

1,239     

1,169     
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数    4社 持分法適用非連結子会社数   -社 持分法適用関連会社数  -社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   -社 (除外)   -社    持分法 (新規)   -社 (除外)   -社 
 
２．19年3月期の連結業績予想（平成18年 4月 1日～平成19年 3月 31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

中 間 期 
通    期 

17,135
33,849

280
974

163
577

 (参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  25円37銭    
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 



 

企 業 集 団 の 状 況  
 

当社の企業集団の状況は、その他の関係会社が１社、子会社が４社あり、当社は、その他の関

係会社の事業の用に供される製品の一部を製造し、それをその他の関係会社へ納入しております。 

子会社４社は当社の事業に係る情報処理関連事業、運送事業、製品販売、製造・販売を主に

行っております。 

 

事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 

 

その他の関係会社

日野自動車株式会社 ディーゼル自動車他、各種

車輌の製造、販売及び修理

製　品 材料・部品

　情報処理 運　送 　　 製　品 製　品

   子会社 子会社   子会社（ｵｰｽﾄﾗﾘｱ） 子会社（ｲｷﾞﾘｽ）

   株式会社ｴｽ･ｴｽ･ﾃﾞｰ 株式会社ｴｽ･ﾃｰ･ｴｽ   ｴﾝｹﾞﾙ･ ﾏｰｺﾝｻﾜﾌｼﾞLtd

  ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝPty.Ltd
　 　情報処理関連事業   　運送事業   　　　卸売業 　　 製造業

　　                　　　当 　　　　　社

得意先  
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経 営 方 針 
 
１．会社の経営の基本方針 

澤藤電機グループは、「顧客に感動」、「自然に清らかさ」、「社業に携わる人に栄え」を

経営理念におき、永年蓄積してきました技術に基づくお客様に喜ばれる優れた製品とサービス

の提供に努めてまいりました。また、環境と調和し、自然と共存することも企業活動の基本方

針といたしております。 

今後とも事業構造の改革、収益構造の改善を図り、グローバルな事業展開のもと世の中に新

たな価値を創造し、社会に貢献してまいります。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

株主の皆様への適切な利益還元は、経営の最重要課題のひとつとして位置づけております。

経営環境および長期事業計画に留意し、企業体質強化のための内部留保に配慮しつつ、安定的

かつ継続的な配当の実施を基本方針としております。当会計年度におけます期末配当につきま

しては１株につき５円とすることを予定しております。 

内部留保につきましては、新技術の研究、新製品の開発、人材の育成等企業基盤の強化・拡

大につながる戦略的投資に活用し、株主の皆様への利益還元を図る所存であります。 

 

３．中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、先行き不透明な経済環境の中でも確実に利益を生み出せる事業構造を構築

するべく中長期経営計画を確立し、着実に努力を重ねてきております。 

世界的規模の市場環境の変化に対応し､安定的な収益を確保していくことを目的として、次

の基本方針に基づき、更に向上を目指します。  

(１)計画を達成する体質強化 

・お客様満足度を第一に「不良“０”への挑戦」 

・価格競争力の一層の強化 

・販売力の強化 

・高度化技術商品の開発 

・海外生産拠点の構築 

(２)収益基盤の強化 

・財務体質の強化 

・人材育成の強化 

・危機管理体制の構築 

   (３)環境・安全活動の推進 

    ・環境保全活動の強化 

    ・安全衛生活動の強化 

 

４．会社の対処すべき課題 

今後当社が対処すべき課題は、経営環境が変化するなかにおいても、継続的に収益を維持・

向上のできる企業体質を確立することであります。具体的に申し上げますと電装品、発電機、

冷蔵庫の各製品の開発から製造まで今後ますます重要視されます環境保全に充分に対応できる

ようにするとともに、市場のニーズに合致した信頼性の高い高度化技術商品を開発し、販売力

を強化することにより当社製品の市場への拡大をはかり、企業価値を高め、株主重視・顧客満

足・社会貢献の経営理念を実現してまいります。 

   また、当社は、企業の継続的な成長・発展をはかるため、コーポレート・ガバナンスの充実を

重要な経営課題と認識し、コンプライアンスの推進ならびに企業倫理のさらなる向上のため、

引き続き取締役会を主体として、コンプライアンスと企業倫理に関する体制を一段と強化して

まいります。 

以上の課題を着実に推進するために、全社を挙げてお客様満足度を第一に品質保証体制の強

化、価格競争力の一層の強化、販売力の強化、高度化技術商品の開発、海外を含めた最適地生

産拠点の構築に向け企業体質強化に努めてまいります。また収益基盤の強化や環境・安全活動

の推進を図り、生産活動全般にわたる省エネルギー化、産業廃棄物および化学物質排出量の低
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減に努め、地球環境の保全と企業の継続的発展の両立に積極的に取り組み、持続可能な社会に

向けて貢献していきたいと考えております。 

 

５．親会社等に関する事項 

   当社は、日野グループの商用車用完成部品部門を担う会社として、日野自動車株式会社との

連携を強化し、澤藤電機グループ事業の発展を目指してまいります。 

 

（１）親会社等の商号又は名称等 

親会社等の商号又は

名称 
属性 

親会社等の議決権 

所有割合 （％） 

親会社等が発行する株券が 

上場されている証券取引所等 

日野自動車株式会社 

上場会社が他の会

社の関連会社であ

る場合における 

当該他の会社 

30.42 

株式会社 東京証券取引所 

株式会社 名古屋証券取引所 

 

 

 

（２）親会社等との取引に関する事項 

    親会社等との取引に関する事項につきましては、18ページ「関連当事者との取引」をご参

照ください。 
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経 営 成 績 及 び 財 務 状 態 
 

１．当期の経営成績 

当期におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善

により個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかに回復してまいりましたものの、原油高

や原材料価格高騰の影響が懸念される状況下で推移いたしました。 

 このような経済環境のもとにおいて、当社の売上高総額は、前期と比べ、冷蔵庫の売上が減

少したものの、発電機事業におけるＯＥＭ向け、および自社ブランド発電機の売上拡大などに

より、前期対比７．９％増の３５１億７１百万円となりました。 

   次に部門別の概況につきましてご報告申し上げます。 

  [電装品事業] 

電装品事業とは、ディーゼルトラック・バス用電装品を主とする部門で、国内同業界につき

ましては、ディーゼル排ガス規制強化に伴う買い換え需要が続いており、国内普通トラック総

需要は前年同期の実績を上回る結果となりましたが、補用部品の売上が減少したことなどによ

り、電装品の当期売上高は、前期対比０．３％増の１１６億８百万円となりました。 

 [発電機事業] 

発電機事業とは、可搬式発動発電機および同製品用の発電体を主とする部門で、売上の大部

分は海外市場へ向けられております。当期はＯＥＭ向け大型機種の売上拡大や、自社ブランド

発電機の中東向けが好調に推移したことなどにより、当期売上高は、前期対比１５．６％増の

１８６億３百万円となりました。 

  [冷蔵庫事業] 

冷蔵庫事業とは、各種車両用・船舶用電気冷蔵庫を主とする部門で、国内につきましては、

売上高は前年同期並で推移しました。輸出向けは、主力市場のひとつである米国の大型トラッ

ク向け冷蔵庫の受注が増加したものの、オーストラリア向けにおいては前年の新製品効果が一

段落したことにより、冷蔵庫の当期売上高は、前期対比０．１％増の４０億１５百万円となり

ました。 

 [その他の事業] 

情報処理関連事業、運送事業、他を含むその他の事業の当期売上高は、前年対比１．５％増

の９億４５百万円となりました。 

 

当社グループ全体の当期連結会計年度の売上高は３５１億７１百万円(前連結会計年度比 

７．９％増)となりました。経常利益は８億９２百万円(前連結会計年度比３５．８％増)、当 

期純利益は５億３６百万円(前連結会計年度比１４９．４％増)となりました。 

 

２．次期の見通し 

今後のわが国の経済見通しにつきましては、企業業績の改善が続き、輸出や設備投資は堅調

に推するものと見込まれますが、原油を始めとする原材料価格の高騰が懸念され、加えて世界

的な政情不安や為替動向など不透明感も強く、厳しい企業経営環境が続くものと予想されます。 

  このような背景のなか、電装品事業につきましては、国内普通トラック総需要は前期を下回

る見込みであること、また、電子製品などが減少するため売上高は前期対比減少の見込みであ

ります。 

      発電機事業、冷蔵庫事業につきましては、売上の大部分が海外市場向けでありますことから、

原油や原材料価格の高騰、世界的な政情不安、為替動向などの輸出環境に懸念材料もあるなか、

発電機につきましては、自社ブランド発電機は機種の大型化により前期を上回ることが期待で

きるもののＯＥＭ向けが減少するため、売上高は前期対比減少の見込みであります。 

  冷蔵庫につきましては、国内向けは需要の回復は期待できず、また、輸出向けは、欧州市場

等での拡販が見込まれていますが、北米・豪州市場での減少が予想されており、売上高は前期

対比減少の見込みであります。 

 以上の見通しのなかで、通期におけますグループ全体の売上高総額は、前期対比３．８％減

の３３８億４９百万円の見込みでありますが、原価低減や合理化等により、経常利益は前期対

比９．２％増の９億７４百万円、純利益は前期対比７．５％増の５億７７百万円の見込みであ

ります。 
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３．当期の財務状態 

 (１)資産及び負債・資本の状況 

当期末の総資産は、前期末に比べ３億９４百万円増加し１９０億６１百万円となりました。 

負債につきましては、７億９７百万円減少し１２７億８１百万円となりました。また、資本 

につきましては、当期純利益５億３６百万円の計上等により６１億６０百万円となりました。 

 

(２)キャッシュ・フローの状況 

当期のキャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動キャッシュ・フローが２８億１

０百万円（対前期２９億９１百万円増）となり、投資活動によるキャッシュ・フローは、△１

億９９百万円（対前期２億７３百万円増）となりました。 

また、財務活動キャッシュ・フローは、△２５億４８百万円（対前期３２億９３百万円減） 

となり、当期末の現金および現金同等物の残高は、１２億３９百万円（対前期６９百万円増）

となりました。 
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4-I.連結貸借対照表 
 

 
科目 
 

当連結会計期間末
（18.3.31） 

前連結会計期間末 
（17.3.31） 増減 

 百万円 百万円 百万円

流動資産 10,623 11,322 △699 

現金及び預金 1,247 1,178 68 
受取手形及び売掛金 5,764 5,758 6 
たな卸資産 3,175 3,950 △774 
繰延税金資産 348 365 △16 
その他 181 168 12 
貸倒引当金 △92 △98 6 
    

固定資産 8,437 7,344 1,093 

有形固定資産 （4,122） （4,055） （66）
建物及び構築物 1,232 1,248 △16 
機械装置及び運搬具 1,382 1,392 △10 
土地 1,055 1,054 0 
その他 452 360 92 
    
無形固定資産 （35） （46） （△11）
    
投資その他の資産 （4,280） （3,241） （1,038）
投資有価証券 4,189 3,002 1,187 
繰延税金資産 20 139 △118 
その他 70 100 △30 
貸倒引当金 － △0 0 
    

合   計 19,061 18,667 394 
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科目 
 

当連結会計期間末
（18.3.31） 

前連結会計期間末 
（17.3.31） 増減 

 百万円 百万円 百万円

流動負債 9,538 10,706 △1,167 

支払手形及び買掛金 6,766 5,960 806 
短期借入金 722 3,187 △2,464 
未払法人税等 262 268 △5 
賞与引当金 395 357 38 
製品保証引当金 49 43 6 
その他 1,341 889 452 
    

固定負債 3,242 2,872 369 

長期借入金 45 62 △16 
繰延税金負債 275 － 275 
退職給付引当金 2,794 2,708 86 
役員退職慰労引当金 126 102 24 
    

負債計 12,781 13,579 △797 
    

少数株主持分 119 110 9 
    

資本金 1,080 1,080 - 
資本剰余金 117 117 - 
利益剰余金 2,668 2,210 458 
その他有価証券評価差額金 2,218 1,511 706 
為替換算調整勘定 80 61 19 
自己株式 △4 △2 △1 
    

資本計 6,160 4,978 1,182 

合   計 19,061 18,667 394 

 
 
 
 

7 



 
4-Ⅱ.連結損益計算書 
 

 
科目 

当連結会計期間 
自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

前連結会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

増減 

 百万円 百万円 百万円
    
売上高 35,171 32,608 2,562 
    
売上原価 32,155 29,823 2,331 
販売費及び一般管理費 2,178 2,121 56 
    

営業利益 838 664 174 

    
営業外収益 （133） （90） （43）
受取利息配当金 47 34 12 
その他の収益 86 56 30 

    
営業外費用 （79） （97） （△17）
支払利息 10 17 △6 
その他の費用 69 80 △10 

    

経常利益 892 657 235 

    
特別利益 （0） （0） （0）
有形固定資産売却益 0 0 0 
投資有価証券売却益 0 － 0 

    
特別損失 （18） （265） （△246）
有形固定資産売却損 0 1 △1 
有形固定資産廃却損 18 18 △0 
投資有価証券売却損 － 2 △2 
退職給付会計基準変更時差異償却額 － 242 △242 

    

税金等調整前当期純利益 874 391 482 

法人税、住民税及び事業税 398 586 △187 
法人税等調整額 △69 △410 341 

少数株主利益 8 0 7 

当期純利益 536 215 321 
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4-Ⅲ.連結剰余金計算書 
 

科   目 
当連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

前連結会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

増減 

 百万円 百万円 百万円
(資本剰余金の部)    
    
資本剰余金期首残高 117 117 － 
資本剰余金期末残高 117 117 － 
    
(利益剰余金の部)    
    
利益剰余金期首残高 2,210 2,073 137 
    
利益剰余金増加高    
当期純利益 536 215 321 

    
利益剰余金減少高    
配当金 64 64 △0 
役員賞与 13 13 0 
    
利益剰余金期末残高 2,668 2,210 458 
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4-Ⅳ.連結キャッシュ・フロー計算書 

 

科   目 
当連結会計期間 

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日

前連結会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

増減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー 百万円 百万円 百万円

税金等調整前当期純利益 874 391 482 

減価償却費 535 614 △79 

貸倒引当金の増減額 △6 43 △49 

賞与引当金の増減額 38 △43 81 

製品保証引当金の増減額 6 8 △2 

退職給付引当金の増減額 86 387 △300 

役員退職慰労引当金の増減額 24 △3 28 

受取利息及び受取配当金 △47 △34 △12 

支払利息 10 17 △6 

為替差損益 1 6 △5 

たな卸資産処分損 39 - 39 

投資有価証券売却損益 △0 2 △2 

有形固定資産売却益 △0 △0 △0 

有形固定資産売却損 0 1 △1 

有形固定資産廃却損 18 18 △0 

売上債権の増減額 21 △435 457 

たな卸資産の増減額 787 △685 1,472 

仕入債務の増減額 738 120 618 

未払消費税等の増減額 38 △12 51 

役員賞与の支払額 △13 △13 △0 

その他 23 150 △126 

小   計 3,179 534 2,644 

利息及び配当金の受取額 47 34 12 

利息の支払額 △10 △17 6 

法人税等の支払額 △404 △732 327 

営業活動によるキャッシュ･フロー 2,810 △180 2,991 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    

定期預金の預入による支出 △8 △9 0 

定期預金の払戻による収入 9 9 0 

有形固定資産の取得による支出 △307 △500 193 

有形固定資産の売却による収入 1 20 △18 

投資有価証券の売却による収入 0 8 △8 

貸付けによる支出 △5 △14 9 

貸付金の回収による収入 92 16 75 

その他 19 △2 22 

投資活動によるキャッシュ･フロー △199 △473 273 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー    

短期借入金の増減額 △2,300 992 △3,292 

長期借入れによる収入 17 21 △3 

長期借入金の返済による支出 △198 △201 3 

配当金の支払額 △64 △64 0 

その他 △1 △1 △0 

   財務活動によるキャッシュ･フロー △2,548 745 △3,293 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 5 0 5 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 69 92 △22 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,169 1,077 92 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,239 1,169 69 

10 



 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

1.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 4社 

㈱ｴｽ･ｴｽ･ﾃﾞｰ、㈱ｴｽ･ﾃｰ･ｴｽ、ｴﾝｹﾞﾙ･ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝPty.Ltd、ﾏｰｺﾝ ｻﾜﾌｼﾞ Ltd 

(2)非連結子会社 該当なし 

 

2.持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社 該当なし 

(2)持分法非適用の非連結子会社 該当なし 

 

3.連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社のうちｴﾝｹﾞﾙ･ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝPty.Ltd、ﾏｰｺﾝ ｻﾜﾌｼﾞLtdの決算日は12月31日である。 

連結財務諸表の作成に当たっては、決算日現在の財務諸表を使用している。ただし、連結決算日ま

でに発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 

 

4.会計処理基準に関する事項 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 原価法に基づく移動平均法 

②デリバティブ 時価法 

③たな卸資産  
製品・仕掛品・原材料 原価法に基づく先入先出法 

貯蔵品 原価法に基づく最終仕入原価法 

(2)減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、定率法を採用している。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては、定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下の通りである。 

建物及び構築物    3年～47年 

機械及び装置     10年～11年 

海外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用している。

②無形固定資産 

 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、定額法を採用している。 

ただし、ソフトウェア(自社利用)については社内における見込み利用可能期

間(5年)による定額法を採用している。 

海外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用している。

(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 連結会計期間末の債権の貸倒に備え、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。 

②賞与引当金 

 

従業員の賞与支給に備え、支給見込額のうち当連結会計期間の負担額を計上

している。 

③製品保証引当金 連結財務諸表提出会社は、製品販売後の無償サービス費用の支出に備え、補

修費の実績率に基づき、当連結会計期間の負担額を計上している。 

④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異（1,211百万円）については、5年による按分額を

費用処理している。 

⑤役員退職慰労引当金 連結財務諸表提出会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく連結会計期間末要支給額を計上している。 
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(4)リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

(5)ヘッジ会計の処理 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約について振当処理の要件を

満たしている場合には振当処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

  ヘッジ対象 外貨建売上債権 

③ヘッジ方針 外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、外貨建売上債権につい

て為替予約取引を行っている。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計額を比較し、両者の変動額等を基礎にして評価して

いる。 

(6)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

 

5. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら3ヶ月以内に受渡日の到来する短期投資からなっている。 

 

 

 

(連結貸借対照表の注記) 当期末 前期末  

    

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してある。   

2. 有形固定資産の減価償却累計額 12,313 12,051 百万円 

3. 有形固定資産の国庫補助金による圧縮記帳額 57 57 百万円 

4. 担保に供している資産         有形固定資産 1,642 1,651 百万円 

   

(連結損益計算書の注記)   

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 当期末 前期末  

給料手当 456 463 百万円 

発送配達費 264 287 百万円 

退職給付費用 35 36 百万円 

賞与引当金繰入額 94 95 百万円 

   

(連結キャッシュ･フロー計算書の注記) 当期末 前期末  

   

現金及び預金勘定 1,247 1,178 百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 
預金期間が3ヶ月を

超える定期預金 △8 △9 百万円 

 現金及び現金同等物 1,239 1,169 百万円 

   

(リース取引関係)   

ＥＤＩＮＥＴ開示により記載を省略している。 
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(有価証券の時価等) 

 

当期（平成18年 3月31日現在） 

 

1.時価のある有価証券                           （単位：百万円） 

 当期（平成18年3月31日現在） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差 額 

株式 458 4,185 3,727 

2.時価評価されていない有価証券          （単位：百万円） 

 当期（平成18年3月31日現在） 

その他有価証券 貸借対照表計上額 

非上場株式 3 

 

前期末（平成17年 3月31日現在） 

 

1.時価のある有価証券                         （単位：百万円） 

 前期（平成17年3月31日現在） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差 額 

株式 458 2,998 2,540 

2.時価評価されていない有価証券          （単位：百万円） 

 前期（平成17年3月31日現在） 

その他有価証券 貸借対照表計上額 

非上場株式 3 

 

 

（デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益） 

 

当期末 （平成18年 3月31日現在） 

   当社及び連結子会社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項 

はない。 

 

前期末 （平成17年 3月31日現在） 

   当社及び連結子会社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項 

はない。 
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（退職給付関係） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けている。 

 当社は、第86期より退職給付制度の一部について、55才以上の者の退職金の１／３を対象とした適

格退職年金制度を採用し、第104期より全従業員の退職金の40％を対象とした適格退職年金制度へ移

行している。 

 

 当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

２．退職給付債務に関する事項  

イ．退職給付債務 △4,764百万円  △4,631百万円 

ロ．年金資産 1,862  1,298 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △2,901  △3,332 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 －  － 

ホ．未認識数理計算上の差異 114  632 

ヘ．未認識過去勤務債務 △7  △8 

ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 2,794  2,708 

チ．前払年金費用 －  － 

リ．退職給付引当金（ト－チ） 2,794  2,708 

    

３．退職給付費用に関する事項    

イ．勤務費用 217百万円  217百万円 

ロ．利息費用 92  88 

ハ．期待運用収益 △21  △19 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 －  242 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 51  51 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △1  △1 

ト．臨時に支払った割増退職金 －  － 

チ．退職給付費用 
（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） 339  579 

  

４．退職給付債務等の計算基礎に関する事項    

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  期間定額基準 

ロ．割引率 ２％  ２％ 

ハ．期待運用収益率 ２％  ２％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 10年  10年 

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 ５年  ５年 

ヘ．数理計算上の差異の処理年数 15年  15年 

 

14 



 

（税効果会計関係） 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

繰延税金資産（流動）  

貸倒引当金繰入限度超過額 19百万円  22百万円 

賞与引当金繰入限度超過額 160  144 

連結会社間内部利益消去 21  15 

その他 147  182 

小計 348  365 

繰延税金資産（固定）    

投資有価証券強制評価減 2  2 

退職給付引当金超過額 1,117  1,026 

適格退職年金過去勤務費用償却額（１年超） 62  78 

役員退職慰労金引当金繰入額 51  41 

その他 20  18 

小計 1,254  1,167 

繰延税金資産合計 1,603  1,532 

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △1,509  △1,028 

その他 -  - 

繰延税金負債合計 △1,509  △1,028 

繰延税金資産の純額 93  504 
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(セグメント情報） 
1.事業の種類別セグメント情報 

当期（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日）                （単位：百万円） 
 電装品事業 発電機事業 冷蔵庫事業 その他事業 計 消去又は全社 連結 

       
売上高        

       
(1)外部顧客に対する売上高 11,608 18,603 4,015 945 35,171 - 35,171 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高

又は振替高 
- - - - - (-) - 

計 11,608 18,603 4,015 945 35,171 (-) 35,171 
      

営業費用 11,008 18,044 3,565 894 33,513 820 34,333 
営業利益 599 558 449 50 1,658 (  820) 838 
 

前期（自 平成16年 4月 1日 至 平成17年 3月31日）                  （単位：百万円）
 電装品事業 発電機事業 冷蔵庫事業 その他事業 計 消去又は全社 連結 

       
売上高        

       
(1)外部顧客に対する売上高 11,572 16,095 4,009 931 32,608 - 32,608 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高 
- - - - - (-) - 

計 11,572 16,095 4,009 931 32,608 (-) 32,608 
       

営業費用 10,975 15,609 3,509 880 30,974 970 31,944 
営業利益 597 486 499 51 1,634 (  970) 664 
 

(注)1.事業区分の方法 
事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分している。 
2.各区分に属する主要な製品 
事業区分 主要製品 
電装品事業 スタータ、オルタネータ、ＤＣモータ、関連制

御機器 
発電機事業 可搬式発動発電機他 
冷蔵庫事業 車載用電気冷蔵庫他 
その他 情報処理関連事業他 
3.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 
 当期 前期 主な内容 

百万円 百万円
820 970 

消去又は全社
の項目に含め
た配賦不能営
業費用 

  

基礎的試験研究費、企業イメー
ジ広告に要した費用及び当社の
総務・経理部門等の管理部門に
係る費用 
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2.所在地別セグメント情報 

 

当期（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が９０％超であるため、記載を省略し

ている。 

 

前期（自 平成16年 4月 1日 至 平成17年 3月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が９０％超であるため、記載を省略し

ている。 

 

3.海外売上高 

 

当期（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

                   （単位：百万円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 4,395 5,154 9,550 

Ⅱ連結売上高 - - 35,171 

Ⅲ海外売上高の連結売上高 

 に占める割合（％） 

12.5 14.7 27.2 

 

前期（自 平成16年 4月 1日 至 平成17年 3月31日） 

                   （単位：百万円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 4,114 4,703 8,817 

Ⅱ連結売上高 - - 32,608 

Ⅲ海外売上高の連結売上高 

 に占める割合（％） 

12.6 14.4 27.0 

 

(注)1. 国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

2. 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりである。 

(1) アジア・・・・・・中国、台湾、韓国、ベトナム､タイ、シンガポール、 

中近東各国他 

(2) その他・・・・・・南北アメリカ､ヨーロッパ、アフリカ、オセアニア 

3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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（関連当事者との取引） 

 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 会社等の名称 
（住所） 

資本金 
（百万円） 事業の内容 

議決権等の
被所有割合 役員の

兼任等 事業上の関係

その他の関
係会社 

日野自動車㈱ 
（東京都日野市） 

72,717
ディーゼル自動車他、
各種車輌の製造、販売
及び修理 

直接 30％
間接  0％

兼任 
１名 

当社で製造して
いる自動車用電
装品を同社に納
入している。 

 

取引内容 取引金額（百万円） 科目 期末残高（百万円） 

製品の販売 4,701 売掛金 530 

 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 会社等の名称 
（住所） 

資本金 
（百万円） 事業の内容 

議決権等の
被所有割合 役員の

兼任等 事業上の関係

その他の関
係会社 

日野自動車㈱ 
（東京都日野市） 72,717

ディーゼル自動車他、
各種車輌の製造、販売
及び修理 

直接 30％
間接  0％

兼任 
１名 

当社で製造して
いる自動車用電
装品を同社に納
入している。 

 

取引内容 取引金額（百万円） 科目 期末残高（百万円） 

製品の販売 4,651 売掛金 1,043 

資金の借入 － 短期借入金 500 

 

 

 （注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引条件と同様に決定している。 

２．資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件

は期間３ヶ月で借換としている。 

３．取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んでいる。 
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